





































Thayer (1919年６月18日－1925年１月19日), Walter S. Gifford (1925年１月20
日－1948年２月17日), Leroy Ａ. Wilson (1948年２月18日－1951年６月28日），









































































































　アメリカ海軍諮問局(U. S. Naval ConsultingＢｏａrd）は1916年，軍備拡充の
ために産業準備調査を決定し，その責任者として任命したギフォードの監
督の下に，27,000以上の産業企業の製造資源やその可能性を明らかにした。





















































































































































































































































































































































































信法(Communications Act of 1934）が1934年６月19日にニューディール立法
の１つとして制定され，これにより連邦無線委員会は廃止され，それに
代って有線または無線によるすべての州際および海外通信を規制する権限






特別規定(Special Provisions Relating to Radio),第４編，訴訟手続きおよび




































































































































































































































































































会(National Labor Relations Board)の設置などを主な内容としていた。この
法律は，２年後の1937年４月にジョンズ・ラフリン・スティール社事件



































































































































































































い基準」（“pay as you ｇｏ”basis.毎年，当該年度の年金に見合う金額を充当する）




























































































































































































































務担当副社長を受継いだHorace Ｐ. Moulton,渉外担当副社長のGeorge Best,
ＷＥ社長のFrederick R. Kappel)と司法省側４名（主席交渉委員フート，公判責






































































































































































































































































接的に支配された統合企業集団(closely integrated corporate system)の一部
門として機能している。②このＡＴ＆Ｔの支配的影響力は，ベル・システ
ムの労使関係面においても直接的効果を持っている。③ベル・システムの
統制は，全米規模の統一的賃金政策に反映されている。④ＡＴ＆Ｔの調整的
影響力は，ベル社の年金計画の事例においてより明白である。⑤本報告書
は，ベル・システムの経営者が組合のいう「一方的手段」によって，従業
員と直接的に良好な関係を確立しようと努力する反面，これら従業員を代
表する組合とは，良好な関係を保持する努力を全く示さない事例で満ちて
いる。すなわち，ベル・システムの独占体制は地域的な「電話市場独占」
と同時に「雇用独占」を意味し，例えば労働者が組合活動を理由に解雇さ
れた場合，同一地域で電話労働者として再就職することは困難であったた
め，1947年の強力な全国的組合ＣＷＡの結成以後も，ＡＴ＆Ｔの支配力はい
ささかも衰えることはなかったのである。
5.最高裁は1949年１月14日，1930年代のＦＣＣ調査で収集された情報を
　　　　　　　　　　　　　－154（63）－
基にＡＴ＆ＴとＷＥ社に対して第２回目のシャーマン反トラスト訴訟を提
起した。この訴訟の最高裁の主席判事はＦＣＣの主要な調査者の一人Ｈ・
ボールドリッジであり，彼の告訴状の主たる内容は，ＷＥ社とＡＴ＆Ｔを
シャーマン法第１条の取り引き制限違反と，第２条の独占行為禁止違反
で，ＷＥ社が電話と関連器具の市場を独占しているというものであった。
政府はＡＴ＆ＴによるＷＥ社の所有を終結し，ＷＥ社を３社に分割するこ
と，ＡＴ＆Ｔ・ＢＯＣ・ＷＥ社のすべての制限的契約の終結を要求した。この
訴訟の焦点は，規制された電話独占サービスと規制されない器具供給の分
離であり，こうした分離は，電力，鉄道，航空のような他の規制産業では
既に実施されていた。告訴は，ＡＴ＆Ｔ・ＷＥ・ＢＯＣ間の契約を価格固定の
ための共謀であり，電話器具市場のＷＥ社独占を支援するものとして厳し
く批判していた。ＡＴ＆Ｔは，この反トラスト訴訟に対して３つのプランを
展開した。すなわち，①告訴の否定と法的防衛の準備（Ｒ＆Ｄ・製造・サービ
スの最終的提供の統―的業務は効率的な電話サービスに必要であるとして，反トラ
スト法違反の否定），②同社の国防関連事業の強調と最高裁告訴に対する国
防省の支援の利用，③規制された分野における反トラストからの解放と引
換えに，同社を規制された事業に制限する解決の交渉である。ＡＴ＆Ｔの基
本戦略は，支配的な統合された会社としてベル・システム体制を維持する
ことであり，これは最終的に，訴訟から７年後の1956年１月に同意審決の
締結という形で終結した。すなわち，これによってベル・システムは，同
社の活動範囲を公益電話事業に制限し，さらに特許の自由化を条件とし
て，ベル・システムの種々の会社間の既存の調整関係を継続させることに
成功したのである。
　この1956年同意審決は，ベル・システムの基本方針の大きな変更であっ
たといえる。ベル・システムの過去80年間は，特許に大きなウェイトを置
いており，特許は独占のための参入制限，参入障壁となっていた。　しか
し，同意審決は連邦規制によって産業支配の権利をベル・システムに与え
　　　　　　　　　　　　　　　－153（64）－
たが，その特許支配を減じた。その時以来，ベル・システムは参入障壁の
ために規制や法律の保護をめざし，同意審決はＡＴ＆Ｔを私的企業から規
制された公益企業への転身を促進した。つまりＡＴ＆Ｔは，国家にとって
重要な規制された電話独占事業としてその地位をアピールすることによっ
て反トラスト訴訟を回避し，競争のかわりに規制によってその技術と支配
を守ったのである。最高裁は，訴訟が公共利益の促進になると確信してい
たが，ＡＴ＆Ｔは朝鮮戦争中の軍事契約者としての同社の重要性，統合組織
は必要であるというベル・システムの主張に対する国防省の支持を得てこ
れを否定した。 ＡＴ＆Ｔは同意審決によって規制分野に活動が制限された
が，規制された会社は反トラスト法に従う必要はなく，規制は反トラスト
法の代用となった。 ＡＴ＆Ｔは特許による市場力の保持や他の市場へ参入
する能力を失ったが，規制市場で支配的な統合企業として営業し続ける自
由を得た。それは，ＡＴ＆Ｔが反トラスト訴訟を回避する代りに自社を規制
委員会の保護の下におき，こうした「特許による独占」から「規制による
独占」へと移行することによってその支配的地位を維持し，競争者からの
保護や活動の範囲について規制当局の決定に大きく依存したことを意味す
る。　しかし，電話事業においては間もなく市場が飽和となり，市場の成長
は新家庭の増加に限定された。この市場飽和の影響はベル社にとって深刻
で，これは次の1960年代以降，成長が期待される通信の他の分野，例えば
住宅電話中心から事業電話，特にデータ伝送への重点移行，それへの多角
化を刺激することになったのである69）。
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